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 本プロジェクトは、上記に関する活動の一環として、2016年 8 月に、2011年から引き続き 6 回
目となる市内・外合わせて49の仮設住宅団地の自治会長等へのインタビュー調査、また今回は、
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それらの全体的な概要と各 9 地域の特徴について整理している。 













Ⅱ  6 年目を迎えた仮設住宅における暮らしの概要 
Ⅲ 外部支援団体等による取り組みについて 
Ⅳ 各地区の仮設住宅における暮らし 
  1 ．高田町の仮設住宅 
  2 ．竹駒町の仮設住宅 
  3 ．横田町の仮設住宅 
  4 ．気仙町の仮設住宅 
  5 ．米崎町の仮設住宅 
  6 ．広田町の仮設住宅 
  7 ．小友町の仮設住宅 
  8 ．矢作町の仮設住宅 
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Ⅰ 陸前高田地域再生支援研究プロジェクトの調査活動について 
 














ケート調査を実施した。本調査は、2013年 8 月に続き 2 回目の実施であり、アンケートの配布数
は866、回収枚数334、回収率38.6％となっている。 
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Ⅴ 仮設住宅における暮らしの状況と意向調査（速報版） 
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ている。また、本調査で得たデータは、鍵のかかる保管庫で保管し、研究が終了した時点で廃棄す
ることとしている。以上の本調査研究に関する倫理上の配慮に関する一連の手続きについて、事前
に法政大学大学院人間社会研究科研究倫理委員会に審査を申請し、承認を得ている。（2016年 7 月 
法政大学人間社会研究科研究倫理委員会160101号） 
 Ⅱ ６年目を迎えた仮設住宅における暮らしの概要 
 









                岩手県復興局生活再建課 （2016年8月31日現在） 整備状況 団地数    53 建設戸数   2,168 福祉仮設住宅 棟数      2  戸数    20 談話室       7 集会所       3 解体状況 団地数       6 解体戸数     88 供与及び入居状況 団地数       47 供給戸数    2,080 入居戸数   1,020 入居者数  2,515 入居率  49.0％ 空き住戸(活用状況) 空き住戸   1,060 用途 倉庫等   96  空き室    964   
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となっている。ただし、多くの自治会長さんによると、実際は居住していないが鍵を返却していな
い例もあること、また、調査時点で大規模な栃が沢災害公営住宅の入居が開始されており、調査時















高田町 8/9 513 287 55.9％
竹駒町 6/6 271 230 84.9％
横田町 5/5 218 102 46.8％
気仙町 6/6 152 54 35.5％
米崎町 7/8 291 150 51.5％
広田町 1/2 198 47 23.7％
小友町 3/5 282 88 31.2％
矢作町 5/5 153 82 53.6％
計 41/46 2,168 1,040 47.9％




いることによる。続いて高田町が55.9％と続いている。その一方、広田町が23.7％と約 4 分の 1 と
最も少なくなっている。広田町では、防災集団移転事業による高台の造成が終了し、災害公営住宅
への移転も含めて、移転そのものが終盤になっていることがうかがえる。続いて、小友町が
31.2％、気仙町が35.5％、住田町が37.5％と約 3 分 1 となっている。 






 陸前高田市は、2016年 3 月に、市内47ヶ所の仮設住宅について、撤去・集約化の基本方針を示
している。その案によると、2018(平成30)年度末までに、19団地に集約する方針となっている。
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 我々の今回の 8 月時点の調査で自治会長が把握している市内の仮設住宅の地域別の概況は、表 2 
のとおりとなっている。住戸総数の内、入居戸数は、1,040戸（47.9％）（住田町33世帯37.5％）
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また、この基本方針によると2018年度も存続する団地（段階的な集約を含む）は、矢作町が 3 、
横田町が 2 、竹駒町が 6 、気仙町が 2 、高田町が 7 、米崎町が 4 、小友町が 2 となっている。し
かし、2019年度当初には、矢作町が 3 、横田町が 1 、竹駒町が 5 、気仙町が 0 、高田町が 7 、米
崎町が 1 、小友町が 2 、広田町が 0 とかなり撤去・集約化が進むことが示されており、2018年度
に大きく撤去・集約化が進むことが予測される。そして2019年度には、竹駒町の滝の里団地が西
部の拠点団地、小友町のオートキャンプ場モビリアが東部の拠点団地となることが公表されている。 






















 例えば、仮設の自治会長などの役員の状況を見ると、この 1 年間で自治会長が交替した団地が、
10ヶ所となっており、それ以外にもすでに自治会長が転居済みであるが、なり手がいなく暫定的
に引き受けている人も数人おり、またこの 1 年間で転居することが決まっている人も数人いる。 
居住６年目を迎えた岩手県陸前高田市 
仮設住宅における被災者の暮らし 































 この 1 年で仮設住宅への移転がかなり進んだことにより、自治会長さんから、新たに建てられ
現代福祉研究 第17号（2017. 3） 
 - 68 -
また、この基本方針によると2018年度も存続する団地（段階的な集約を含む）は、矢作町が 3 、
横田町が 2 、竹駒町が 6 、気仙町が 2 、高田町が 7 、米崎町が 4 、小友町が 2 となっている。し
かし、2019年度当初には、矢作町が 3 、横田町が 1 、竹駒町が 5 、気仙町が 0 、高田町が 7 、米
崎町が 1 、小友町が 2 、広田町が 0 とかなり撤去・集約化が進むことが示されており、2018年度
に大きく撤去・集約化が進むことが予測される。そして2019年度には、竹駒町の滝の里団地が西
部の拠点団地、小友町のオートキャンプ場モビリアが東部の拠点団地となることが公表されている。 






















 例えば、仮設の自治会長などの役員の状況を見ると、この 1 年間で自治会長が交替した団地が、
10ヶ所となっており、それ以外にもすでに自治会長が転居済みであるが、なり手がいなく暫定的
に引き受けている人も数人おり、またこの 1 年間で転居することが決まっている人も数人いる。 
現代福祉研究 第17号（2017. 3） 

















                    （宮城 孝／法政大学） 
 Ⅲ 外部支援団体等による取り組みについて 
 
 震災から 5 年半が過ぎている。一部の仮設住宅団地では空き住戸が目立つようになったものの、
今もなお多くの住民の方が仮設住宅で生活されている。 






 以下に、2015年 9 月以降、陸前高田市および住田町の仮設住宅に入った外部支援団体とその活
動内容、ならびに自治会長さんへのインタビューを通じて見えてきた、外部支援の課題について述
べたい。      
居住６年目を迎えた岩手県陸前高田市 
仮設住宅における被災者の暮らし 
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１．外部支援団体とその活動内容 
 調査では、2015年 9 月以降に延べ98件の団体および個人（61団体、 9 個人）が外部支援を実施
したことが分かった。団体の内訳は、「NPO・ボランティアグループ」が33団体、「大学」が14、
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 Ⅳ 各地区における仮設住宅の暮らし 
 ■高田町の仮設住宅 
はじめに 











 調査時点で高田町の栃が沢災害公営住宅への入居が開始されており、この 1 ～ 2 ヶ月でかなり
転居が増える見込みの団地もある。その一方、高田町の高台やかさ上げ地に移転の予定の世帯は、







 自治会長さんが把握している空き住戸は、206戸であり、高田中や長砂団地では、 1 棟全戸が空
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 この 1 年間で 3 人の自治会長が交替している。自治会長の担い手がいなく仕方なく行っている
とか、今後半年から 1 年程度で交替する予定の自治会長もあり、長期化することによって自治会
長のなり手がいなくなることも予想され、大きな課題と言える。 

































 竹駒町では、竹駒小の校庭と滝の里工業団地内の市有地、 4 箇所の民有地に合計 6 団地271戸の





 昨年 8 月からの 1 年間に、竹駒町の 6 団地から転出した戸数は合計35戸である。住宅団地別に
見ると、仲の沢団地（竹駒小校庭）が17戸と最も多く、次いで滝の里団地が 8 戸、相川団地が 4 
集会所の高齢者の集いでの交流  (高田 1 中団地) 住宅の裏に整備された花壇 （中和野団地） 
現代福祉研究 第17号（2017. 3） 





















 この 1 年間で 3 人の自治会長が交替している。自治会長の担い手がいなく仕方なく行っている
とか、今後半年から 1 年程度で交替する予定の自治会長もあり、長期化することによって自治会
長のなり手がいなくなることも予想され、大きな課題と言える。 








現代福祉研究 第17号（2017. 3） 
 - 78 -
戸、細根沢団地が 3 戸、上壺団地が 2 戸、下壺が団地各 2 戸である。転出戸数の約 8 割にあたる
27戸は、高台での自力再建となっている。仲の沢団地は転出世帯17戸のうち16戸が自力再建である。 
 一方、この 1 年間に災害公営住宅に入居するため転出した住戸は 5 戸程度しかないが、今年の 8 
月中に栃ノ沢の災害公営住宅に転出する住戸が30戸以上あるようである。他方、転入住戸数は相
川団地の 3 戸など合計 4 戸で、全て目的外使用の入居者である。 
 
空き住戸の利用と管理 
 空き住戸は、6 団地で合計63戸あるが、その約 7 割の46戸が仲の沢団地に集中している。滝の里














 竹駒町の仮設住宅には、独居老人が20人おり、12人が仲の沢団地に居住しているが、そのうち 9 
人は近いうちに災害公営住宅に転出する予定である。要介護の高齢者は 3 人減ったが、まだ 4 人
が仮設住宅に居住している。 
 15歳未満の子どもは、前回調査から30人減ったが、未就学児が 2 人、小学生が19人、中学生が







































住棟間の土留めのべニアが傾いている （細根沢団地） 集会所でのインタビュー風景 （下壺団地） 
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■横田町の仮設住宅 
はじめに・居住者の転出入 
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     インタビュー風景（横田中学校団地）          ソケットが落下した電柱   ■気仙町の仮設住宅 
はじめに 
 気仙町には当初、合計 9 つの仮設住宅（今泉地区 1、長部地区 8 ）が建設された。5 年が経過し、




 しかし民有地を提供していた地主の住宅再建の都合もあり、2015年 3 月に当初 9 あった仮設住
宅のうち、3 仮設住宅（二日市第三、町裏、要谷第二、の計42戸）が解体され、残り 6 の仮設住宅
に住民が集約され、2016年 8 月時点では 6 仮設住宅、計152戸となっている。解体された 3 つの仮
設住宅に居住していた方の一部は、長部地区の 6 つの仮設住宅に移転している。 
  9 つの仮設住宅は、概ね集落ごとに建設されており、入居者も周辺集落の気仙出身の世帯が大
半であるため（2016年 8 月時点で、従前の居住地が気仙町：50戸、高田町： 3 戸）、仮設住宅内の
コミュニティや周辺地域との関係はおおむね良好である。 
 2016年 8 月時点では、長部地区の 6 仮設住宅（住戸総数：152戸）に54戸が引き続き居住されて
いる。昨年の同時期（2015年 8 月）は、総住戸152戸のうち、113戸居住で居住率が74.3％だった
が、2016年 8 月は54/152戸となり、居住率は35.6％と減った。この 1 年で仮設住宅からの転出が
急増し、仮設住宅が大きく変化していることが明らかになった。 
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           （藤賀雅人／工学院大学） 
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居住者の転出入 






  6 団地で独居老人が12人、要介護高齢者が 3 人、障害者は 0 人である。生活支援相談員や民生
委員が定期的に見回っているほか、高齢者の自主的なお茶会などは続いており、安否確認を行う機
会となっている。子どもの数は昨年から更に減り、6 団地で未就学児 2 人、小学生 1 人となってい
る。6 団地のうち15歳未満の子どもがいるのは 2 団地だけとなっている。 
 
空き住戸の利用と管理 















居住者の減少と共に以前は週 2 回だった移動販売が 1 回に減少したり、不便さが増えてきている。
近隣にコンビニエンスストアができているが、生鮮食料品の購入は、コンビニエンスストアでは十
分賄えないことがある。病院への通院には、バスやBRT、親族による送迎車で対応している。    
居住６年目を迎えた岩手県陸前高田市 
仮設住宅における被災者の暮らし 
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分賄えないことがある。病院への通院には、バスやBRT、親族による送迎車で対応している。    
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 米崎町には 8 か所291戸の仮設住宅が建設されたが、2016年 8 月現在の居住戸数は150戸と約半
数で、約 4 割が空き住戸、約 1 割が集会室や目的外に使用されている。居住者の従前居住地は約 7 















































 日程が調整できず調査が行えなかった堂の前仮設住宅を除く 7 団地の合計で、独居老人は17人
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扉に「空き室」の白い張り紙が並ぶ仮設住宅（要谷団地） 腐朽しつつある集会所入口スロープ （牧田第２団地）
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（うち 2 人は入院中）おり、居住戸数の 1 割を超えている。要介護高齢者や障がい者もまだ数名が
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（うち 2 人は入院中）おり、居住戸数の 1 割を超えている。要介護高齢者や障がい者もまだ数名が



























災後に建築費が 3 〜 5 割高騰したため、高台に土地は買ったけど資金的な問題等で建てられない
人も少なからずいるそうとのことである。また、転居時の原状復旧の必要性やエアコン・物置等の
扱い、災害公営住宅の保証人問題などについて様々な情報が行き交っているため、混乱が生じない
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（2015年データ）、大久保第二仮設団地では広田町46戸、気仙町 1 戸と広田町が多くなっている。 
 
居住者の転出入と今後の住宅再建 
 大久保仮設団地ではこの一年に転出者が急増し、2015年 8 月から2016年 8 月に転出した世帯は




























 大久保仮設団地では2015年 9 月に新自治会長が就任した。現在、自治会活動やお茶のみサロン、
趣味活動などは行なわれていない。また、外部支援団体によるイベントの開催、NPO・ボラン
ティアの来訪はなく、みちくさルームによる子ども支援についても最近はおこなわれていない。一
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 2015年 8 月から2016年 8 月に転出した世帯は、獺沢(モビリア)団地26世帯、柳沢団地 4 世帯











一戸一戸訪ねてのアンケート調査の依頼（広田小団地） インタビュー風景 (旧広田水産団地） 
居住６年目を迎えた岩手県陸前高田市 
仮設住宅における被災者の暮らし 
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自治会活動・外部支援について 









支援についても「 3 年以上、ボランティアは来ていない」など来訪は激減した。 
 
住宅再建の状況 
 柳沢団地の住宅再建の状況は高台移転が 9 世帯、災害公営住宅が 4 世帯、被災した自宅を修繕
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一戸一戸訪ねてのアンケート調査の依頼（広田小団地） インタビュー風景 (旧広田水産団地） 
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   集会所でのインタビュー風景（柳沢団地）     空き部屋を活用した集会所（柳沢）   ■矢作町の仮設住宅 
はじめに 
 矢作町は、陸前高田市の最西部に位置し、 8 つの町の中でもっとも面積が広い地区である。矢












    
居住６年目を迎えた岩手県陸前高田市 
仮設住宅における被災者の暮らし 
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高齢者と子どもの暮らし 
 矢作町の仮設住宅では独居老人 7 人で障害のある方は 0 人である。15歳未満の子どもの数はさ











 居住 5 年目が過ぎ、住居設備の破損、結露や雨漏り、カビや害虫の多発についてのクレームは
昨年同様多く聞かれた。しかし昨年以降、行政側が仮設住宅内のアスファルトを張り替えたり、改
修工事を実施した仮設住宅もあり、建物外周部の基礎の補強、玄関部分の階段の床板等が修理され
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 全体状況は好転したかのようにも見受けられるが、 5 年を過ぎて仮設住宅に残された住民の皆
様のケアは、今後も重要な課題であることに変わりはないと考える。 















前高田市からの入居者である。2016年 8 月19日現在、3 団地は合計88戸が現地に所在し、その 4 割
弱の33戸が居住用に利用されている。従前居住地別の内訳は、高田町から14戸、気仙町から 8 戸、
小友町・広田町・大船渡市・気仙沼市から各 1 戸、目的外使用が 7 戸となっている。 
 
居住者の転出入 
 昨年 8 月からの 1 年間に、住田町の 3 団地から転出した戸数は、目的外使用を含めると、合計
19戸だった。住宅団地別に見ると、中上団地が12戸と最も多く、次いで火石団地が 4 戸、本町団
地が 3 戸である。従前居住地別の転出戸数の内訳は、高田町出身の11戸が最も多く、気仙町、竹
駒町、米崎町、小友町、大船渡市から各 1 戸が転出している。一方、転入者はこの 1 年間ではな
仮設団地に花壇や菜園があり、花や野菜を育てている（片地家団地） 今年から自治会長が女性となって、聴き取りも複数の女性の住民の参加があり、懸命の取り組みを生き生きとお話しくださる（打越団地） 
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 住田町の仮設住宅には独居老人や障がい者はいないが、昨年と同様、要介護の高齢者が 1 人い
て、住田町のデイサービスを利用している。 
 15歳未満の子どもは、昨年 8 月から 4 人減ったが、各団地におり、小学生が 6 人、中学生が 2 
人の合計 8 人が居住している。 
 
空き住戸の利用と管理 
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自治会活動・外部支援について 
  3 団地とも入居当初から替わらず同じ人が自治会長を務めてきたが、空き住戸が半数を超え、
居住者が大幅に減少し、自治会活動も縮小を余儀なくされている。 
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